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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成17年６月28日に提出いたしました第74期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）有価証券報告書の

記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。 

  

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

(1) 当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移 

  

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

・業績 

・キャッシュ・フローの状況 

(1) 国内・国際業務部門別収支 

７ 財政状態及び経営成績の分析 

(1) 当連結会計年度の財政状態及び経営成績 

① 業務純益の実績と評価 

  

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1) 連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 

② 連結損益計算書 

③ 連結キャッシュ・フロー計算書 

注記事項 

(リース取引関係) 

(セグメント情報) 

事業の種類別セグメント情報 

２ 財務諸表等 

(1) 財務諸表 

注記事項 

(リース取引関係) 

  

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は    を付して表示しております。 

  

  

  



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移 

(訂正前) 

(注) ＜略＞ 

  

(訂正後) 

(注) ＜略＞ 

  

  平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 

  

(自平成12年
４月１日 

至平成13年 
３月31日)

(自平成13年
４月１日 

至平成14年 
３月31日)

(自平成14年
４月１日 

至平成15年 
３月31日)

(自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日) 

(自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日)

連結経常収益 百万円 54,472 55,099 48,765 47,576 47,502 

              

              

              

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 14,399 13,388 △25,350 △25,360 31,978 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △14,653 △14,584 41,699 54,484 △71,287 

              

              

              

  平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 

  

(自平成12年
４月１日 

至平成13年 
３月31日)

(自平成13年
４月１日 

至平成14年 
３月31日)

(自平成14年
４月１日 

至平成15年 
３月31日)

(自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日) 

(自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日)

連結経常収益 百万円 54,472 55,099 48,765 47,576 47,432 

              

              

              

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 14,399 13,388 △25,350 △25,360 32,419 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △14,653 △14,584 41,699 54,484 △71,728 

              

              

              



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

・業績 

(訂正前) 

＜前文省略＞ 

損益関係につきまして、当連結会計年度の経常収益は、信託報酬の減少やその他経常収益の減少などにより前連

結会計年度比74百万円減少の475億２百万円となり、経常費用は不良債権処理額の減少や営業経費の削減などによ

り、前連結会計年度比81億18百万円減少の383億64百万円となりました。この結果、経常利益は前連結会計年度比80

億44百万円増加の91億37百万円、法人税等差引後の当期純利益は、前連結会計年度比29億19百万円増加の46億43百

万円となりました。  

＜以下省略＞ 

  

(訂正後) 

＜前文省略＞ 

損益関係につきまして、当連結会計年度の経常収益は、信託報酬の減少やその他経常収益の減少などにより前連

結会計年度比１億43百万円減少の474億32百万円となり、経常費用は不良債権処理額の減少や営業経費の削減などに

より、前連結会計年度比81億87百万円減少の382億94百万円となりました。この結果、経常利益は前連結会計年度比

80億44百万円増加の91億37百万円、法人税等差引後の当期純利益は、前連結会計年度比29億19百万円増加の46億43

百万円となりました。  

＜以下省略＞ 

  



・キャッシュ・フロー 

(訂正前) 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の増加による資金減少が369億円(前連結

会計年度比230億円減少)があったものの、預金の増加による299億円の資金増加(前連結会計年度比411億円減少)と

コールローン等の回収による299億円の資金増加(前連結会計年度比799億円の増加)により、前連結会計年度比573億

円増加の319億円となりました。 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却による収入が1,202億円(前連結

会計年度比270億円増加)あったものの、取得により2,173億円(前連結会計年度比1,589億円の増加)を支出したこと

により、前連結会計年度比1,257億円減少の△712億円となりました。 

＜以下省略＞ 

  

(訂正後) 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の増加による資金減少が369億円(前連結

会計年度比230億円減少)があったものの、預金の増加による299億円の資金増加(前連結会計年度比411億円減少)と

コールローン等の回収による299億円の資金増加(前連結会計年度比799億円の増加)により、前連結会計年度比577億

円増加の324億円となりました。 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却による収入が1,202億円(前連結

会計年度比270億円増加)あったものの、取得により2,173億円(前連結会計年度比1,589億円の増加)を支出したこと

により、前連結会計年度比1,262億円減少の△717億円となりました。 

＜以下省略＞ 

  



(1) 国内・国際業務部門別収支 

＜前文省略＞ 

(訂正前) 

(注) ＜略＞ 

  

(訂正後) 

(注) ＜略＞ 

  

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

            

            

            

その他業務収支 
前連結会計年度 4,647 323 3,546 1,424

当連結会計年度 5,130 △402 3,247 1,481

うちその他業務収益 
前連結会計年度 16,995 367 3,653 13,709

当連結会計年度 16,919 304 4,069 13,154

うちその他業務費用 
前連結会計年度 12,348 44 107 12,284

当連結会計年度 11,788 707 822 11,673

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

            

            

            

その他業務収支 
前連結会計年度 4,647 323 3,546 1,424

当連結会計年度 5,124 △402 3,247 1,474

うちその他業務収益 
前連結会計年度 16,995 367 3,653 13,709

当連結会計年度 16,850 304 4,069 13,085

うちその他業務費用 
前連結会計年度 12,348 44 107 12,284

当連結会計年度 11,725 707 822 11,610



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 当連結会計年度の財政状態及び経営成績 

①業務純益の実績と評価 

(訂正前) 

(注) ＜略＞ 

業務粗利益は、前連結会計年度比９億58百万円増加の312億53百万円となりました。その内訳をみてみると、資金運用

収支は貸出金の伸び悩みによる利息収入の減少があったものの、期間収益確保の観点から有価証券の効率的な運用に努

めたことによる有価証券利息配当金の増加等により、前連結会計年度比12億50百万円増加の268億30百万円の収益となり

ました。また、役務取引等収支は投資信託販売手数料の増加等により、前連結会計年度比２億74百万円増加の26億37百

万円の収益となりました。一方、信託報酬は前連結会計年度比６億23百万円減少の３億３百万円となりました。 

経費は、前連結会計年度に実施した早期退職希望者募集の実施に伴う人員減による人件費の削減等により、前連結会

計年度比５億31百万円減少の179億46百万円となりました。 

＜以下省略＞ 

  

  
前連結会計年度
(百万円)(Ａ) 

当連結会計年度
(百万円)(Ｂ) 

増減(百万円) 
(Ｂ)－(Ａ) 

業務粗利益 30,294 31,253 958

うち 資金運用収支 25,580 26,830 1,250

うち 信託報酬 927 303 △623

うち 役務取引等収支 2,362 2,637 274

うち その他業務収支 1,424 1,481 56

うち債券関係損益 24 △575 △600

経費(除く臨時処理分) 18,477 17,946 △531

うち 人件費 11,683 10,544 △1,138

うち 物件費 5,945 6,453 508

一般貸倒引当金繰入額 3,595 △740 △4,336

業務純益 8,221 14,047 5,826



(訂正後) 

(注) ＜略＞ 

業務粗利益は、前連結会計年度比９億51百万円増加の312億46百万円となりました。その内訳をみてみると、資金運用

収支は貸出金の伸び悩みによる利息収入の減少があったものの、期間収益確保の観点から有価証券の効率的な運用に努

めたことによる有価証券利息配当金の増加等により、前連結会計年度比12億50百万円増加の268億30百万円の収益となり

ました。また、役務取引等収支は投資信託販売手数料の増加等により、前連結会計年度比２億74百万円増加の26億37百

万円の収益となりました。一方、信託報酬は前連結会計年度比６億23百万円減少の３億３百万円となりました。 

経費は、前連結会計年度に実施した早期退職希望者募集の実施に伴う人員減による人件費の削減等により、前連結会

計年度比５億37百万円減少の179億39百万円となりました。 

＜以下省略＞ 

  

  

  

  
前連結会計年度
(百万円)(Ａ) 

当連結会計年度
(百万円)(Ｂ) 

増減(百万円) 
(Ｂ)－(Ａ) 

業務粗利益 30,294 31,246 951

うち 資金運用収支 25,580 26,830 1,250

うち 信託報酬 927 303 △623

うち 役務取引等収支 2,362 2,637 274

うち その他業務収支 1,424 1,474 50

うち債券関係損益 24 △575 △600

経費(除く臨時処理分) 18,477 17,939 △537

うち 人件費 11,683 10,544 △1,138

うち 物件費 5,945 6,447 502

一般貸倒引当金繰入額 3,595 △740 △4,336

業務純益 8,221 14,047 5,826



第５ 【経理の状況】 

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

   
前連結会計年度

(平成16年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（資産の部）     

現金預け金   80,252 6.24 39,046 2.95

コールローン及び買入手形   50,000 3.89 20,000 1.51

買入金銭債権   78 0.01 80 0.01

有価証券 ※6 193,720 15.07 264,348 19.97

貸出金 
※1,2,3, 
4,5,7 903,123 70.28 940,099 71.03

外国為替 ※5 765 0.06 3,666 0.28

その他資産 ※6 38,252 2.98 36,016 2.72

動産不動産 ※6,8,9 17,522 1.36 18,760 1.42

繰延税金資産   12,382 0.96 7,307 0.55

支払承諾見返   16,016 1.25 16,469 1.24

貸倒引当金   △27,018 △2.10 △22,279 △1.68

資産の部合計   1,285,096 100.00 1,323,518 100.00

      

   
前連結会計年度

(平成16年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（資産の部）     

現金預け金   80,252 6.24 39,046 2.95

コールローン及び買入手形   50,000 3.89 20,000 1.51

買入金銭債権   78 0.01 80 0.01

有価証券 ※6 193,720 15.07 264,348 19.97

貸出金 
※1,2,3, 
4,5,7 903,123 70.28 940,099 71.03

外国為替 ※5 765 0.06 3,666 0.28

その他資産 ※6 38,252 2.98 35,638 2.69

動産不動産 ※6,8,9 17,522 1.36 19,139 1.45

繰延税金資産   12,382 0.96 7,307 0.55

支払承諾見返   16,016 1.25 16,469 1.24

貸倒引当金   △27,018 △2.10 △22,279 △1.68

資産の部合計   1,285,096 100.00 1,323,518 100.00

      



② 【連結損益計算書】 

（訂正前） 

  
前連結会計年度

(自 平成15年４月１日  
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

経常収益 47,576 100.00 47,502 100.00

 資金運用収益 28,123 29,474  

  貸出金利息 25,638 25,779  

  有価証券利息配当金 2,088 2,999  

  コールローン利息及び 
  買入手形利息 

5 8  

  預け金利息 0 0  

  その他の受入利息 390 687  

 信託報酬 927 303  

 役務取引等収益 3,492 3,806  

 その他業務収益 13,709 13,154  

 その他経常収益 1,323 762  

経常費用 46,482 97.70 38,364 80.76

 資金調達費用 2,542 2,643  

  預金利息 1,302 1,551  

  コールマネー利息及び 
  売渡手形利息 

30 17  

  借用金利息 435 398  

  その他の支払利息 773 676  

 役務取引等費用 1,129 1,169  

 その他業務費用 12,284 11,673  

 営業経費 18,485 18,023  

 その他経常費用 12,040 4,854  

  貸倒引当金繰入額 4,845 380  

  その他の経常費用 ※ 7,194 4,473  

経常利益 1,093 2.30 9,137 19.24

特別利益 1,265 2.66

     
       
     

特別損失 443 0.93

     
       
     

税金等調整前当期純利益 3,215 6.76 9,960 20.97

法人税、住民税及び事業税 280 0.60 518 1.09

還付法人税、住民税及び事業税 245 0.51 ― ―

法人税等調整額 1,233 2.59 4,180 8.80

少数株主利益 221 0.46 617 1.30

当期純利益 1,724 3.62 4,643 9.78

     



  

（訂正後） 

  

  
前連結会計年度

(自 平成15年４月１日  
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

経常収益 47,576 100.00 47,432 100.00

 資金運用収益 28,123 29,474  

  貸出金利息 25,638 25,779  

  有価証券利息配当金 2,088 2,999  

  コールローン利息及び 
  買入手形利息 

5 8  

  預け金利息 0 0  

  その他の受入利息 390 687  

 信託報酬 927 303  

 役務取引等収益 3,492 3,806  

 その他業務収益 13,709 13,085  

 その他経常収益 1,323 762  

経常費用 46,482 97.70 38,294 80.73

 資金調達費用 2,542 2,643  

  預金利息 1,302 1,551  

  コールマネー利息及び 
  売渡手形利息 

30 17  

  借用金利息 435 398  

  その他の支払利息 773 676  

 役務取引等費用 1,129 1,169  

 その他業務費用 12,284 11,610  

 営業経費 18,485 18,016  

 その他経常費用 12,040 4,854  

  貸倒引当金繰入額 4,845 380  

  その他の経常費用 ※ 7,194 4,473  

経常利益 1,093 2.30 9,137 19.27

特別利益 1,265 2.67

     
       
     

特別損失 443 0.93

     
       
     

税金等調整前当期純利益 3,215 6.76 9,960 21.01

法人税、住民税及び事業税 280 0.60 518 1.09

還付法人税、住民税及び事業税 245 0.51 ― ―

法人税等調整額 1,233 2.59 4,180 8.81

少数株主利益 221 0.46 617 1.30

当期純利益 1,724 3.62 4,643 9.81

     



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  

   
前連結会計年度

(自 平成15年４月１日  
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

     
     
     
   その他   △4,990 △2,633

小計   △24,225 32,413

   法人税等の支払額   △1,134 △435

  営業活動によるキャッシュ・フロー   △25,360 31,978

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

     
     
     
   動産不動産の取得による支出   △560 △2,110
   動産不動産の売却による収入   65 295

  投資活動によるキャッシュ・フロー   54,484 △71,287

   
前連結会計年度

(自 平成15年４月１日  
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

     
     
     
   その他   △4,990 △2,192

小計   △24,225 32,854

   法人税等の支払額   △1,134 △435

  営業活動によるキャッシュ・フロー   △25,360 32,419

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

     
     
     
   動産不動産の取得による支出   △560 △2,551
   動産不動産の売却による収入   65 295

  投資活動によるキャッシュ・フロー   54,484 △71,728



注記事項 

(リース取引関係) 

（訂正前） 

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（貸手側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（貸手側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

・リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残

高 

 取得価額 

動産 31,240百万円 

その他 1,424百万円 

合計 32,664百万円 

・リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残

高 

 取得価額 

動産 31,918百万円 

その他 1,998百万円 

合計 33,916百万円 

 減価償却累計額 

動産 15,219百万円 

その他 584百万円 

合計 15,803百万円 

 減価償却累計額 

動産 15,773百万円 

その他 772百万円 

合計 16,546百万円 

 年度末残高 

動産 16,021百万円 

その他 839百万円 

合計 16,860百万円 

 年度末残高 

動産 16,144百万円 

その他 1,225百万円 

合計 17,370百万円 

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 5,865百万円 

１年超 11,907百万円 

合計 17,773百万円 

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 5,991百万円 

１年超 12,275百万円 

合計 18,266百万円 

・受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 6,616百万円 

減価償却費 5,641百万円 

受取利息相当額 1,009百万円 

・受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 6,768百万円 

減価償却費 5,864百万円 

受取利息相当額 959百万円 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額との合計額から、リー

ス物件の取得価額を控除した額を利息相当額とし、各

連結会計年度への配分方法については、利息法によっ

ております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額との合計額から、リー

ス物件の取得価額を控除した額を利息相当額とし、各

連結会計年度への配分方法については、利息法によっ

ております。 



  

（訂正後） 

  

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（貸手側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（貸手側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

・リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残

高 

 取得価額 

動産 31,240百万円 

その他 1,424百万円 

合計 32,664百万円 

・リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残

高 

 取得価額 

動産 31,591百万円 

その他 1,998百万円 

合計 33,589百万円 

 減価償却累計額 

動産 15,219百万円 

その他 584百万円 

合計 15,803百万円 

 減価償却累計額 

動産 15,785百万円 

その他 772百万円 

合計 16,557百万円 

 年度末残高 

動産 16,021百万円 

その他 839百万円 

合計 16,860百万円 

 年度末残高 

動産 15,805百万円 

その他 1,225百万円 

合計 17,031百万円 

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 5,865百万円 

１年超 11,907百万円 

合計 17,773百万円 

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 5,931百万円 

１年超 11,991百万円 

合計 17,923百万円 

・受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 6,616百万円 

減価償却費 5,641百万円 

受取利息相当額 1,009百万円 

・受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 6,705百万円 

減価償却費 5,807百万円 

受取利息相当額 950百万円 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額との合計額から、リー

ス物件の取得価額を控除した額を利息相当額とし、各

連結会計年度への配分方法については、利息法によっ

ております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額との合計額から、リー

ス物件の取得価額を控除した額を利息相当額とし、各

連結会計年度への配分方法については、利息法によっ

ております。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(訂正前) 

(注) ＜略＞ 

  

(訂正後) 

(注) ＜略＞ 

  

  
銀行業 
(百万円) 

リース業
(百万円) 

その他
の事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 経常収益      

(1) 外部顧客に対する 
経常収益 

33,398 10,667 3,436 47,502 ― 47,502

(2) セグメント間の内部 
経常収益 

438 740 2,958 4,136 4,136 ―

計 33,836 11,407 6,395 51,638 4,136 47,502

経常費用 25,873 10,798 5,750 42,422 4,058 38,364

経常利益 7,963 608 644 9,216 78 9,137

Ⅱ 資産、減価償却費及び資
本的支出 

     

資産 1,305,662 33,175 16,796 1,355,633 32,115 1,323,518

減価償却費 722 6,912 22 7,658 ― 7,658

資本的支出 1,259 8,630 54 9,944 ― 9,944

  
銀行業 
(百万円) 

リース業
(百万円) 

その他
の事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 経常収益      

(1) 外部顧客に対する 
経常収益 

33,398 10,597 3,436 47,432 ― 47,432

(2) セグメント間の内部 
経常収益 

438 809 2,958 4,206 4,206 ―

計 33,836 11,407 6,395 51,638 4,206 47,432

経常費用 25,873 10,798 5,750 42,422 4,127 38,294

経常利益 7,963 608 644 9,216 78 9,137

Ⅱ 資産、減価償却費及び資
本的支出 

     

資産 1,305,662 33,175 16,796 1,355,633 32,115 1,323,518

減価償却費 722 6,912 22 7,658 ― 7,658

資本的支出 1,259 8,630 54 9,944 ― 9,944



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

注記事項 

(リース取引関係) 

（訂正前） 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額相当額 

動産 2,448百万円

その他 ―百万円

合計 2,448百万円

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額相当額 

動産 2,507百万円

その他 ―百万円

合計 2,507百万円

 減価償却累計額相当額 

動産 1,152百万円

その他 ―百万円

合計 1,152百万円

 減価償却累計額相当額 

動産 892百万円

その他 ―百万円

合計 892百万円

 期末残高相当額 

動産 1,296百万円

その他 ―百万円

合計 1,296百万円

 期末残高相当額 

動産 1,614百万円

その他 ―百万円

合計 1,614百万円

・未経過リース料期末残高相当額 

１年内 426百万円

１年超 909百万円

合計 1,336百万円

・未経過リース料期末残高相当額 

１年内 532百万円

１年超 1,129百万円

合計 1,662百万円

・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 447百万円

減価償却費相当額 384百万円

支払利息相当額 52百万円

・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 560百万円

減価償却費相当額 506百万円

支払利息相当額 73百万円

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 



  

（訂正後） 

  

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借手側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借手側） 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額相当額 

動産 2,448百万円

その他 ―百万円

合計 2,448百万円

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額相当額 

動産 2,948百万円

その他 ―百万円

合計 2,948百万円

 減価償却累計額相当額 

動産 1,152百万円

その他 ―百万円

合計 1,152百万円

 減価償却累計額相当額 

動産 956百万円

その他 ―百万円

合計 956百万円

 期末残高相当額 

動産 1,296百万円

その他 ―百万円

合計 1,296百万円

 期末残高相当額 

動産 1,991百万円

その他 ―百万円

合計 1,991百万円

・未経過リース料期末残高相当額 

１年内 426百万円

１年超 909百万円

合計 1,336百万円

・未経過リース料期末残高相当額 

１年内 617百万円

１年超 1,426百万円

合計 2,043百万円

・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 447百万円

減価償却費相当額 384百万円

支払利息相当額 52百万円

・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 630百万円

減価償却費相当額 570百万円

支払利息相当額 83百万円

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 
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